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は じ め に 

平成１１（１９９９）年６月に成立した「男女共同参画社会基本法」第１４条

において、地方公共団体は男女共同参画社会の実現に向けて、地域の現状を踏ま

えた施策に取り組むことが求められており、近年は、あらゆる分野における女性

の活躍やワーク・ライフ・バランスの推進が特に必要となっています。 

川崎市では、平成１３(２００１)年に、「男女平等かわさき条例」（以下｢条例｣

という。）を施行し、平成１６(２００４)年に「川崎市男女平等推進行動計画～か

わさき☆かがやきプラン～｣を策定しました。また、平成３０(２０１８)年３月に

は「第４期川崎市男女平等推進行動計画～かわさき☆かがやきプラン～」（以下「第

４期行動計画」という。）を策定し、「男女平等のまち・かわさき」の実現に向け、

男女平等施策の推進に努めているところです。 

本書は、条例第９条に基づく年次報告書として、第４期行動計画の計画期間２

年目に当たる、令和元(２０１９)年度における施策事業の実施状況や今後の課題、

また、川崎市男女平等推進審議会が行動計画のさらなる推進に向けて実施したヒ

アリング調査の結果（評価と提言など）について取りまとめたものです。 

「男女平等のまち・かわさき」の実現のためには、行政がこうした実施状況や

課題を踏まえて取組を進めていくことはもちろんのこと、市民の皆様一人ひとり

が、男女共同参画を身近な問題として意識し、連携して取組を推進することが重

要です。 

本書が、男女共同参画社会の形成に向けて理解を深める一助となれば幸いです。 

令和２ (２０２０)年１２月 
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２ 第４期川崎市男女平等推進行動計画の推進状況について

Ⅰ－１ 

各事業の所管課による自己評価（２３ページ～「４ 個別事業の進捗状況について」）の結果等を踏 

まえ、第４期行動計画の目標Ⅰにおける令和元(２０１９)年度の主な取組状況等をまとめました。 

目標Ⅰ 男女の人権尊重及び家庭・教育における男女共同参画の推進   
（主な取組状況、課題及び今後の方向性） 

（基本施策１「男女共同参画の理解の促進」） 

川崎市では毎年６月２３日から２９日までを「川崎市男女平等推進週間」としており、令和元 (２

０１９)年度は、市内４箇所で男女平等施策に係るパネル展示を行いました。また、市民が男女共

同参画を身近に感じるイベントとして、同週間中に男女共同参画センターで「第１５回すくらむ２

１まつり」を開催しました。当日は、女性起業家による出店、女性の視点で作る防災・減災展示な

ど計５０団体による様々な企画が展開され、４，３７２人の参加がありました。なお、川崎市男女

共同参画センターは、平成１１（１９９９）年９月の開館から、令和元(２０１９)年９月で２０周

年を迎えており、これまでの事業を振り返るなど記念事業を企画し、令和２(２０２０)年度の「第

１６回すくらむ２１まつり」でグランドフィナーレを迎えられるよう準備を行っています。 

川崎市男女共同参画センターでは、平成３０(２０１８)年度に実施した「かわさきの男女共同参

画に関するアンケート調査」の結果を活用し、川崎市の男女共同参画の意識と実態への理解を深め

るための市民向けデータブックとして、「データでみるかわさきの男女共同参画２０２０ 私たち

の暮らすまち・働くまち・育つまち」を令和２(２０２０)年３月に発行しました。男女共同参画が

身近なものとして理解できるよう、データブックでは川崎市のデータだけではなく、全国、他都市、

区別のデータを用い、川崎市の特徴がわかるように工夫してあります。引き続き講座等で配布する

とともに、市民館における男女共同参画に関する学習で活用されるよう働きかけを行っていきます。 

（基本施策２「女性に対するあらゆる暴力の防止と被害者への支援」） 

川崎市では、従前からＤＶ被害者支援と被害を未然に防ぐための啓発に取り組んできましたが、

被害の複雑化と被害状況の多様化などの様々な課題に対応するため、令和２(２０２０)年２月に

「第３期川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画」を策定しました。今後は、この計画に基づき、被

害者支援体制及び被害者支援を担う関係者の人材育成を充実し、関係機関や民間団体との一層の連

携・協力のもと、被害者の相談から自立までの切れ目のない支援を行っていくとともに、高校生よ

り若い世代の中学生に向けた啓発を実施するなど、若年層に対する予防啓発を強化していきます。 

ＤＶや性暴力による望まない妊娠は強い関連性があることを踏まえ相談窓口の周知を進めるた

め、川崎市ＤＶ相談支援センターと妊娠・出産ＳＯＳとの合同ポスターを新たに作成し、関係機関

等や市内鉄道各駅へのポスター掲示やカード配布の広報活動を行いました。相談窓口の周知に向け、

引き続き女性用トイレなどに啓発カードを設置するとともに、小中学校における思春期教育実施等

の機会を捉えて情報提供を行っていきます。 

（基本施策３「家庭生活への男性の参画促進」） 

  川崎市では、母子健康手帳交付の際に妊婦のパートナーに対し、妊娠期から出産・子育てに関

心を持ち、自ら進んで育児に参加する意欲を育むことを目的とした父子手帳を配布しています。

具体的には、妊産婦のメンタルヘルスや父親の積極的な育児参加の普及啓発に関わる内容となっ

ており、男性の家庭生活への参画促進に向け、引き続き配布を行っていきます。 
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Ⅰ－２ 

第４期行動計画に位置付けられた目標数値の達成状況及び施策の進捗状況を数量的に把握するた

めに、数値指標調査を実施し、その結果を踏まえ目標Ⅰに係る数値等をまとめました。 

※内容は令和元年度実績ですが、【 】内の所管部署名は、令和２年４月１日現在のものです。

基本施策１ 男女共同参画の理解の促進 

（１）メディア等での情報発信 

・新聞、ラジオ（イッツコム等）、タウン誌、インターネット、男女共同参画センター発行の情報

誌「すくらむ」（年３回、各４，０００部作成）など、様々な広報媒体を通じて情報提供を実施

しました。 

 ・第４期行動計画や年次報告書等を市ホームページ内の男女平等施策のページにて公表しました。 

・女性が家庭、職場、地域等で活躍するための事業や取組をとりまとめた「かわさき女性応援ペー

ジ」を市ホームページで公開し、適宜情報を更新しました。 

・男女共同参画センターのホームページにより、施設紹介、講座・イベントの案内や相談・支援等

についての情報提供を実施しました。 

 ホームページアクセス件数 

平成２９ 

(２０１７)年度 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

川崎市男女平等施策の 

ホームページ 
１０,０１８件 １７,１７１件 ２０,９１６件 

男女共同参画センターの 

ホームページ 
８５,９７７件 ９７,２１５件 １０６,４４２件 

【市民文化局人権・男女共同参画室】 

【出典 川崎市男女共同参画センター平成２９(２０１７)年度～令和元(２０１９)年度事業報告書】 

●川崎市男女平等施策のページ 

（Ｈttp://www.city.kawasaki.jp/sＨisei/categoＲy/60-10-0-0-0-0-0-0-0-0.Ｈtml） 

・かわさき女性応援ページ 

（Ｈttp://www.city.kawasaki.jp/sＨisei/categoＲy/60-10-8-0-0-0-0-0-0-0.Ｈtml） 

 ●男女共同参画センター（すくらむ２１）のホームページ 

 （Ｈttps://www.scＲum21.oＲ.jp/） 

（２）市の広報資料における表現の点検 

・市が作成する様々な刊行物が、性別に基づく固定的な役割分担意識やイメージにとらわれない表

現となるよう、庁内の男女共同参画推進連絡会議において、「公的広報の作成に関する表現の手

引」（以下「手引」という。）を配布し、事例を交えながら各局本部(室)区の男女共同参画推進員

を通じて周知啓発を行いました。 

・広報広聴主管会議において、各局本部(室)区の担当者に対し、手引に基づいた広報の実施につい

て周知しました。 

・広報物作成を業者に委託する場合も行政が作成する場合と同様に、「手引」に沿って作成するよ  

 う委託業者に説明し、依頼するよう周知を行いました。 

【市民文化局人権・男女共同参画室】

検索 すくらむ２１ 
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基本施策２ 女性に対するあらゆる暴力の防止と被害者への支援 

（１）「川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画」の推進 

  ＤＶ防止対策や被害者支援を具体的に推進するために策定した｢川崎市ＤＶ防止・被害者支援基

本計画｣に基づき、弁護士会、裁判所、医師会、法務局、警察、児童相談所、各区保健福祉センタ

ー等の関係機関により組織された「川崎市ＤＶ被害者支援対策推進会議」を開催し、ＤＶ被害者

支援の状況の情報提供や意見交換等を行い、効果的な被害者支援に向けて、緊密かつ円滑な連携

に努めました。なお、平成２８(２０１６)年度から裁判所がオブザーバーとして参加しています。 

【こども未来局】

（２）ＤＶ相談件数 

ＤＶ相談支援

センター（総

合相談窓口）

における相談

件数 

区役所におけ

るＤＶ相談件

数 

男女共同参画

センター相談

事業における

ＤＶ相談件数

人権オンブ

ズパーソン

におけるＤ

Ｖ相談件数 

ＤＶ相談総

件数 

平成２７(２０１５)年度 ― ６９８件 ４０７件 ３０件 １,１３５件 

平成２８(２０１６)年度 ２０２件 ７５１件 ３３９件 ２５件 １,３１７件 

平成２９(２０１７)年度 ２４９件 ９５２件 ３１１件 ２４件 １,５３６件 

平成３０(２０１８)年度 ４０３件 ２,３８８件 ２８３件 １４件 ３,０８８件 

令和元  (２０１９)年度 ４６４件 ３,８８５件 ３３４件 １３件 ４,６９６件 

※平成３０(２０１８)年度及び令和元年度に相談件数の把握方法を整理したことにより、相談件 

 数が大幅に増加しています。 

【こども未来局】

【出典 人権オンブズパーソン令和元(２０１９)年度 報告書、

   川崎市男女共同参画センター令和元(２０１９)年度事業報告書】 

（３）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく一時保護件数 

（４）男女共同参画センターにおける女性のための総合相談件数 

電話相談 面接相談 合計 

平成２７(２０１５)年度 ４，０５７件 １２６件 ４，１８３件

平成２８(２０１６)年度 ４，３３３件 １２９件 ４，４６２件

平成２９(２０１７)年度 ４，７３１件 １１１件 ４，８４２件

平成３０(２０１８)年度 ４，５５８件 １１２件 ４，６７０件

令和元  (２０１９)年度 ４，７６９件 ９５件 ４，８６４件

【出典 川崎市男女共同参画センター平成２７(２０１５)年度～令和元(２０１９)年度事業報告書】 

平成２７ 

(２０１５)年度

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９  

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度 

一時保護件数 ３４件 ３０件 ３４件 １６件 ３２件 

【こども未来局】 
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（５）緊急一時保護施設への財政支援の状況 

市内でＤＶ被害者等のための一時保護施設を運営する民間団体が安定的・継続的に活動できるよ

う、１施設当たり５００万円の補助を行いました。 

【こども未来局】 

（６）ＤＶ等の人権侵害を受けた女性に対する支援 

男女共同参画センターにおいてＤＶ被害者の支援に役立てるために、支援物資の募集を行いまし

た。未使用の衣類や消耗品及び電化製品など、合計１，２７３点の物資が集まりました。これらの

物資を民間の支援団体を通じて、ＤＶ被害者の方へ提供しました。物資の提供者には、お礼状やＤ

Ｖ防止啓発用チラシ等を配布しました。 

（７）ＤＶをなくすための啓発活動 

ＤＶ防止に向け、「成人の日を祝うつどい」のパンフレットに広報を掲載したほか、若年層を対

象にデートＤＶを予防・啓発することを目的として、デートＤＶ予防啓発講座を市内の高校、専門

学校、大学で計６回実施し５６５名の参加がありました。 

  １１月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に区役所番号表示システムや川崎駅河川情

報表示板、広報コーナーなどで、ＤＶ防止に向けた展示・広報を行いました。  

【市民文化局人権・男女共同参画室】 

平成２７ 

(２０１５)年度

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９  

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度 

支援物資数 ２，００３点 ２，２５４点 ２，９５２点 ３，０５２点 １，２７３点 

※令和元(２０１９)年度は支援団体が特に必要とする支援品目に限定して募集する方式に変更 

したため、支援物資数が減少しています。 

【出典 川崎市男女共同参画センター平成２９(２０１７)年度～令和元(２０１９)年度事業報告書】 

（件）

（年度）
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基本施策３ 家庭生活への男性の参加促進 

（１）男女共同参画センターにおける男性のための電話相談事業相談件数 

  男女共同参画センターでは、平成２８(２０１６)年度より男性相談員による男性のための電話

相談事業を実施しています。４年目となる令和元(２０１９)年度は、広報チラシ及び広報用相談

カードの配布先を増やし、必要な方に情報が届くよう広報に努めました。 

【出典 川崎市男女共同参画センター平成２８(２０１６)年度～令和元年(２０１９)年度事業報告書】 

（２）各区保健福祉センター 両親学級 

各区保健福祉センターでは、初めて出産する方とそのパートナーを対象に妊娠・出産・子育てに

必要な知識を学ぶことができる両親学級を開催しています。 

平成２７ 

(２０１５) 

年度 

平成２８ 

(２０１６)

年度 

平成２９ 

(２０１７)

年度 

平成３０ 

(２０１８)

年度 

令和元 

(２０１９) 

年度 

開設回数 １０３回 １１８回 １１８回 １０６回 ９２回

開設延日数 ２５４日 ２７０日 ２７０日 ２５８日 ２２８日

参加 

者数 

総数 ５,６０１人 ５，６７１人 ５，５１３人 ５，１９６人 ４,３８７人

うち

父親数
２,２６４人 ２，４０５人 ２，４２６人 ２，３３３人 １,９９３人

受講者延べ数 １０,２６６人 ９，５４１人 ８，９９２人 ８，６５６人 ７,５７７人

※令和元(２０１９)年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、実施回数と参加者数 

が減少しています。 

【こども未来局こども保健福祉課】 

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９  

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度 

相談件数 １０４件 １０３件 １３３件 １８７件 

（人） （％）

（年度）
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Ⅱ－１ 

各事業の所管課による自己評価（４１ページ～「４ 個別事業の進捗状況について」）の結果等を踏 

まえ、第４期行動計画の目標Ⅱにおける令和元(２０１９)年度の主な取組状況等をまとめました。 

目標Ⅱ 働く場における男女共同参画の推進  
 （主な取組状況、課題及び今後の方向性）

（基本施策４「政策・方針の立案及び決定への女性の参画拡大） 

令和元(２０１９)年度から令和３（２０２１）年度までの３か年を計画期間とする「第２期川崎

市女性活躍推進特定事業主行動計画」に基づき、女性職員のキャリア形成や働きやすい環境づくり

に向けた取組を進めました。「第２期川崎市女性活躍推進特定事業主行動計画」では、令和４(２０

２２)年４月１日までに管理職（課長級）に占める女性の割合を３０％以上とすることを目標の一

つとしており、局長級と女性職員との意見交換の実施など、女性職員の意欲向上に向けた取組を位

置付けています。時間に制約があっても個々のパフォーマンスが十分に発揮できる職場づくりの実

現に向け、引き続き市役所における女性活躍推進に取り組んでいきます。 

（基本施策５「男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた環境づくり」） 

川崎市では、平成３０(２０１８)年６月に、「川崎市中小企業働き方改革相談窓口」を設立し、

令和元(２０１９)年度も引き続き専門アドバイザー派遣等により、企業の働きやすい職場環境づく

りに向けた取組を支援しました。「令和元年度版川崎市労働白書」によると、ワーク・ライフ・バ

ランスの取組を行っている市内事業者の割合は前年度の６７．７％から７２．０％へと上昇してい

ますが、大企業の９４．４％に対し中小企業は６５．０％に留まっており、引き続き、市内事業所

の９９％を占める中小企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進が必要となっています。 

配偶者が出産した職員に占める育児休業取得者の割合は、前年度の７．４％から１１．２％とな

り、令和３（２０２１）年度までに１０％となるよう目指すという目標を達成しました。引き続き、

男性職員の育児休業取得促進に向け、管理・監督者による働きかけのほか、夫婦ともに川崎市の職

員である場合、育児等の状況を配偶者の所属長に情報提供することができる仕組みの検討等を行い、

男性職員が日頃から育児等に関わることができる職場づくりに取り組んでいきます。 

（基本施策６「働く女性・働きたい女性への就業等支援」） 

川崎市内中小企業に勤務する女性や企業を対象に、組織運営に必要なマネジメント知識を学ぶ

「女性リーダーのためのマネジメント力強化講座」を男女共同参画センターで開催しました。５回

連続講座のうち、４回以上出席した企業には「かわさき☆えるぼし」認証制度の評価項目の一つに

該当する「地域女性活躍推進事業所認定書」を発行し、令和元(２０１９)年度は２４社に交付しま

した。また、講座開催時は受講者同士の交流に向け、座席を固定せずコミュニケーションが取れる

よう工夫しました。引き続き、女性の管理職登用支援及び地域でのネットワーク形成を目的に、講

座を実施していきます。 

（基本施策７「企業における女性活躍に向けた取組の促進」） 

女性活躍に取り組む市内中小企業を認証する「かわさき☆えるぼし」認証制度に係る認証企業

の募集を行い、令和元(２０１９)年度は１９企業が認証されました。認証企業のうち、新たに女

性活躍推進法に基づく「一般事業主行動計画」を策定した企業が１３社（６８％）のほか、仕事

と生活の両立支援のため、育児・介護休業法で定められた内容を上回る制度を設定している企業

が８社（４２％）など、応募を契機に多くの企業が女性活躍の推進や働き方改革に向けた取組を

強化する傾向が見られました。令和２(２０２０)年度も引き続き認証企業の募集を行い、認証企

業を増やしていくとともに、認証制度の認知度を上げていくことが課題となっています。 
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Ⅱ－２ 

第４期行動計画に位置付けられた目標数値の達成状況及び施策の進捗状況を数量的に把握するた

めに、数値指標調査を実施し、その結果を踏まえ目標Ⅱに係る数値等をまとめました。 

※内容は令和元年度実績ですが、【 】内の所管部署名は、令和２年４月１日現在のものです。

基本施策４ 政策・方針の立案及び決定への女性の参画拡大 

（１） 川崎市における審議会等への女性の参加比率

数値目標：①審議会等委員の女性比率が令和３(２０２１)年度までに、４０％となるよう目指す。 

②女性委員ゼロの審議会等をなくす。   

（２）市役所における女性の管理職登用等状況 

①市の役付職員に占める女性比率 

数値目標：令和３(２０２１)年度までに、課長級３０％を目標とする。 

                                   （各年４月１日現在） 

 ※比率＝各役付の女性職員数／各役付職員の総数×１００ 

 平成２９(２０１７)年度数値から県費から市費に移行した教職員分を含む。 

【新規採用職員に占める女性の割合出典：川崎市職員の人事に関する統計報告平成２７(２０１５)年  

 ～令和元(２０１９)年、女性職員比率・管理職登用状況：総務企画局人事課】  

審議会

等の数 
委員総数 女性委員数 

女性委員の参

加比率① 

女性委員

ゼロの審

議会等の

数② 

委員がほぼ

同数で構成

されている

審議会等の

割合 

平成２７ 

(２０１５)年度
２３１ ２,９７３人 ８７０人 ２９.３％ １６ ２７.３％

平成２８ 

(２０１６)年度
２５３ ２,９９１人 ９３６人 ３１.３％ ２０ ３６.８％

平成２９ 

(２０１７)年度
２７１ ３，１９２人 １，０１７人 ３１.９％ ２４ ３４.７％

平成３０ 

(２０１８)年度
２８４ ３，１１０人 ９５６人 ３０.７％ ２０ ３５.９％

令和元 

(２０１９)年度
２８２ ３，０２２人 ９４３人 ３１.２％ ２１ ３６.９％

新規採用職

員に占める

女性割合 

女性職員比

率 

係長級 課長補佐 課長級 部長級 局長級 

平成２７ 

(２０１５)年度 
５０.６％ ３４.５％ ２６.５％ ２４.７％ １６.８％ １２.３％ ３.８％ 

平成２８ 

(２０１６)年度 
４３.１％ ３４.６％ ２５.７％ ２４.４％ １８.２％ ９.６％ ６.０％ 

平成２９ 

(２０１７)年度 
５０.４％ ４２.２％ ３５.５％ ２６.４％ ２３.３％ １５.５％ ２.０％ 

平成３０ 

(２０１８)年度 
５４.３％ ４２.５％ ３４.６％ ２４.２％ ２３.８％ １６.０％ ２.０％ 

令和元 

(２０１９)年度 
４９．７％ ４２.９％ ３４.５％ ２２.３％ ２４.５％ １８.３％ ７.７％ 

【市民文化局人権・男女共同参画室】

（各年６月１日現在） 
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（３）学校教員及び校長・教頭等に占める女性の割合 

（各年４月１日現在）

【教育委員会教職員人事課】 

女性教員 

比率

小学校 中学校 高等学校 

校長 教頭 校長 教頭 校長 教頭 

平成２７ 

(２０１５)年度
－ ２９.2％ ３８.９％ １１.５％ １５.１％ ２０.０％ ０.０％ 

平成２８ 

(２０１６)年度
－ ２７.４％ ４２.５％ １４.４％ １７.０％ ０.０％ ０.０％ 

平成２９ 

(２０１７)年度
－ ２８.３％ ５２.２％ １５.４％ １３.２％ ０.０％ ０.０％ 

平成３０ 

(２０１８)年度
５９.２％ ３３.６％ ４９.６％ １１.５％ ２１.２％ ０.０％ ０.０％ 

令和元 

(２０１９)年度
５９.０％ ３２.５％ ４５.２％ １３.５％ ２３.１％ ０.０％ １１.１％ 

（年度） 

（年度） 
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（４）川崎市内の民間企業・事業所の管理職に占める女性の割合

平成２７ 

(２０１５)年度

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９ 

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度
管理職に占

める女性の

割合位

－ ５.７％ ５.２％ ６.５％ ６.８％

【出典平成２７(２０１５)～令和元(２０１９)年度版 川崎市労働白書】 

（５）「かわさき男女共同参画ネットワーク」における活動状況 

・市、市民、事業者が連携・協働し、男女共同参画に関する意見や情報を交換する場として、「かわ

さき男女共同参画ネットワーク」（参加４４団体）を設置し、地域における男女共同参画の取組を

進めています。 

・令和元(２０１９)年度は「男女共同参画の視点から見た防災・減災」を年間のテーマに設定し、

テーマに基づき、情報収集や発信、フォーラムや全体会議での講演会の開催を行いました。 

・男女平等かわさきフォーラムは、市民が男女共同参画の視点から防災対策について考える機会と

なるよう、特定非営利活動法人イコールネット仙台代表理事の宗片恵美子さんを講師としてお招

きし、「みんなで防災を考える～復興支援の経験から見えたこと～」をテーマに、講演をしていた

だきました。 

・全体会議は、例年３月頃に対面の形式で実施していましたが、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のため書面会議で実施しました。

【市民文化局人権・男女共同参画室】

(１)  川崎商工会議所

(２)  一般社団法人 川崎市商店街連合会

(３)  川崎工業振興倶楽部

(４)  川崎市工業団体連合会

(５)  セレサ川崎農業協同組合

(６)  国際ソロプチミスト川崎

(７)  国際ソロプチミスト川崎－百合

(８)  公益社団法人 川崎市医師会

(９)  公益社団法人 川崎市病院協会

(１０) 公益社団法人 川崎市歯科医師会

(１１) 公益社団法人 川崎市獣医師会

(１２) 一般社団法人 川崎市薬剤師会

(１３) 公益社団法人 川崎市看護協会

(１４) 公益社団法人 神奈川県柔道整復師会

川崎支部

(１５) 一般財団法人 川崎市鍼灸マッサージ師会

(１６) 川崎市理容協議会

(１７) 川崎市美容連絡協議会

(１８) 公益社団法人 川崎市幼稚園協会

(１９) 川崎市立小学校長会

(２０) 川崎市立中学校長会

(２１) 川崎市立高等学校長会

(２２) 川崎市特別支援学校長会

(２３) 専修大学

(２４) 日本映画大学

(２５) 日本ボーイスカウト川崎地区協議会

(２６) ガールスカウト川崎市連絡会

(２７) 一般社団法人 川崎市子ども会連盟

(２８) 公益社団法人 日本海洋少年団連盟

川崎海洋少年団

(２９) 公益財団法人 川崎市スポーツ協会

(３０) 川崎市レクリエーション連盟

(３１) 川崎地域連合

(３２) 川崎市全町内会連合会

(３３) 川崎市ＰＴＡ連絡協議会

(３４) 社会福祉法人 川崎市社会福祉協議会

(３５) 川崎人権擁護委員協議会

(３６) 川崎市民生委員児童委員協議会

(３７) 川崎市地域女性連絡協議会

(３８) 公益財団法人 川崎市身体障害者協会

(３９) 一般財団法人 川崎市母子寡婦福祉協議会

(４０) 公益財団法人 川崎市生涯学習財団

(４１) 公益財団法人 かわさき市民活動センター

(４２) 川崎市総合文化団体連絡会

(４３) 昭和音楽大学

(４４) 田園調布学園大学

参加団体（４４団体）令和元(２０１９)年４月現在
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基本施策５ 男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた環境づくり 

（１）子育て支援施設の概況 

 ・川崎市の平成３１(２０１９)年４月１日現在の保育所数（小規模含む。）は４５２か所です。在

籍児童数は３万６９９人と、前年度比で６.６％増加しました。 

・市が設置する保育所のほかに、認可外保育施設として、市が一定の基準に基づき認定し運営費等

の助成を行う川崎認定保育園（平成２５(２０１３)年４月から開始）、低年齢児（０～２歳児）

を対象とした小規模のおなかま保育室、地域保育園などがあります。 

 ・小学生を対象に、放課後や土曜日、長期休暇中の遊びや生活の場を確保するための支援事業と

して、「わくわくプラザ」を市内の全ての公立小学校に設置しています。 

（２）ワーク・ライフ・バランスの取組を行っている事業所割合 

数値目標：令和３(２０２１)年度までに、７５％以上を目指す。 

平成２７ 

(２０１５) 

年度 

平成２８ 

(２０１６) 

年度 

平成２９ 

(２０１７) 

年度 

平成３０ 

(２０１８) 

年度 

令和元 

(２０１９) 

年度 

ワーク・ライフ・バ

ランスの取組を行っ

ている事業所割合 

６７.３％ ６４.７％ ６５.６％ ６７.７％ ７２.０％ 

※割合の算出には全体から無回答を除いた数を母数として使用

【出典 平成２７(２０１５)～令和元(２０１９)年度版 川崎市労働白書】

（３）川崎市の民間企業・事業所における年次有給休暇の消化状況 

２０％ 

未満 

２０- 

２９％ 

３０- 

３９％ 

４０- 

４９％ 

５０- 

５９％ 

６０- 

６９％ 

７０- 

７９％ 

８０％ 

以上 
無回答 

事業所 

(n=７８９)
１６.１％ ５．４％ １７.６％ ７.２％ １５.７％ １０.６％ ９.０％ １３.７％ ４.６％ 

※調査事業所数に占める割合   【出典 令和元（２０１９)年度版 川崎市労働白書】

年度 

平成２７ 

(２０１５) 

年度 

平成２８ 

(２０１６) 

年度 

平成２９ 

(２０１７) 

年度 

平成３０ 

(２０１８) 

年度 

令和元 

(２０１９) 

年度 

保育所

の概況 

施設数 ３１６ ３４８ ３８７ ４２０ ４５２

在籍人員 ２３，０３３人 ２５,０２２人 ２６,９９９人 ２８,８０９人 ３０,６９９人

待機者 ０人 ６人 ０人 １８人 １３人

わくわ

くプラ

ザの 

利用状

況 

設置数 １１３ １１３ １１３ １１３ １１４

在校児童

数 

７１,３８６人 ７２,０４１人 ７２,６８２人 ７３,４５８人 ７４,００９人

登録児童

数 

３４,５６９人 ３５,３２３人 ３６,１０６人 ３５,８９５人 ３６,７０３人

登録率 ４８.４％ ４９.０％ ４９.７％ ４８.９％ ４９.６％

【保育所の概況：こども未来局保育課  

わくわくプラザの利用状況：こども未来局青少年支援室】



13 

（４）市役所における男性の育児休業取得状況 

数値目標：令和３(２０２１)年度までに、配偶者が出産した男性職員に占める育児休業取得者の 

割合１０％を目指す。 

平成２７ 

(２０１５) 

年度 

平成２８ 

(２０１６) 

年度 

平成２９ 

(２０１７) 

年度 

平成３０ 

(２０１８) 

年度 

令和元 

(２０１９) 

年度 

割合 

（人） 

６.１％ 

(１０/１６５) 

７.４％ 

(１１/１４８) 

１１.０％ 

(１７/１５４) 

７.４％ 

(３４/４５８) 

１１.２％ 

(５３/４７５) 

※平成２６(２０１４)年度から平成２９(２０１７)年度までの数値は市長事務部局職員、平成３０(２０

１８)年度以降は全局職員を対象としている。(  )＝育児休業を取得した男性職員数／配偶者が出産

した男性職員数 

【総務企画局人事課】

（５）市役所における職員の年次休暇の取得状況 

平成２７ 

(２０１５) 

年度 

平成２８ 

(２０１６) 

年度 

平成２９ 

(２０１７) 

年度 

平成３０ 

(２０１８) 

年度 

令和元 

(２０１９) 

年度 

平均取得

日数 
１２.９日 １３.２日 

男性１４.２日 

女性１３.１日 

男性１５.０日 

女性１３.２日 

男性１５.４日 

女性１４.６日 

 【総務企画局人事課】 

（６）市役所における男女別介護休業取得者の人数 

平成２７ 

(２０１５) 

年度 

平成２８ 

(２０１６) 

年度 

平成２９ 

(２０１７) 

年度 

平成３０ 

(２０１８) 

年度 

令和元 

(２０１９) 

年度 

男性 １人 １人 ３人 ０人 ４人 

女性 ３人 １人 ２人 ３人 ４人 

【総務企画局人事課】 

（７）市役所職員の時間外勤務状況：年間４８０時間を超える時間外勤務者数 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

男性 ５０６人 ３７５人 

女性 １０８人 １１０人 

【総務企画局人事課】 
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基本施策６ 働く女性・働きたい女性への就業等支援 

（１）キャリアサポートかわさきにおける女性年間就業者決定者数 

数値目標：令和３(２０２１)年度までに、「キャリアサポートかわさき」における女性年間就 

      業決定者数が２７５人以上になるよう目指す。 

【経済労働局労働雇用部】 

（２）男女共同参画センターでの女性の就業、就業継続及び再就職に向けた支援講座の実施 

 ・就労継続支援講座として、職場復帰セミナー（計２回）、職場復帰予定者のための子連れカ

フェ（計１１回）を開催しました。 

 ・再就職支援講座として、グループカウンセリング(計５回)、再就職を目指す女性のためのパ

ソコン講座(計４０回)を開催しました。グループカウンセリングでは、働く上で重視したい自

分の価値を見つけけることを目的とし、受講者から自分の考え方や感じ方の傾向を把握し、整

理することができたなどの意見が寄せらせました。 

    ・キャリアカウンセラーによる再就職・転職・就労継続のための個別キャリア相談について

は、昨年度に引き続き１日４枠、原則月３日実施しました。計１１２回実施し、延６２人に、

キャリアカウンセリング、面接対策、職務経歴書の書き方などについて相談支援を実施しま

した。 

  【出典 川崎市男女共同参画センター令和元 (２０１９)年度事業報告書】 

基本施策７ 企業における女性活躍に向けた取組の促進 

（１）「かわさき☆えるぼし」認証企業数 

 平成３０ 

(２０１８) 

年度 

令和元 

(２０１９)

年度 

新規認証企業数 ２４社 １９社 

総認証企業数 ２４社 ４３社 

※平成３０年度認証制度創設。認証は２年間有効（更新可） 

【市民文化局人権・男女共同参画室】 

平成３０(２０１８)年度 令和元(２０１９)年度 

男性 女性 男性 女性 

登録者数 ３６２人 ６０４人 ３８８人 ６７６人 

就労決定者数 １７９人 ３１１人 １７５人 ３２７人 
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Ⅲ－１ 

各事業の所管課による自己評価（６６ページ～「４ 個別事業の進捗状況について」）の結果等を踏 

まえ、第４期行動計画の目標Ⅲにおける令和元(２０１９)年度の主な取組状況等をまとめました。 

目標Ⅲ 地域でいきいきと暮らすための男女共同参画の推進
（主な取組状況、課題及び今後の方向性）

（基本施策８「地域における男女共同参画の推進」） 

川崎市男女共同参画センターでは、男女共同参画の視点からの防災・減災の重要性の啓発に向け、

総務企画局危機管理室と連携し、市内７区の自主防災組織でリーダー研修会を実施しました。研修

では参加者が男性中心になりやすいことを踏まえ、女性リーダー候補者の参加を呼びかけました。

また、女性リーダー候補者を集めたワーキング研修を全２回開催し、災害時におけるジェンダー課

題に関する知識を深めるとともに、女性の視点でつくるかわさき防災プロジェクト（通称ＪＫＢ）

の活動紹介を行いました。さらに、ひとり暮らしの高齢者が増加している現状を踏まえ、災害時に

高齢女性が抱える困難や日頃からできる減災の取組を紹介した「シニアシングル女性のためのサバ

イバル読本 日頃から備える防災・減災」を令和２(２０２０)年２月に発行しました。平時から男

女共同参画の視点からの防災・減災に取り組めるよう、引き続き、防災分野における女性の参画拡

大及び男女共同参画の推進に取り組んでいく必要があります。 

（基本施策９「さまざまな困難な状況にある女性等が安心して暮らせる環境の整備」） 

令和元(２０１９)年７月３１日に多文化共生総合相談ワンストップセンターを開設し、１１言

語で結婚、住宅、福祉、税金、子育てなど、外国人市民が日常生活で困っていることや悩んでい

ることに関する相談を受け付ける体制を整備しました。多文化共生総合相談ワンストップセンタ

ーで受ける相談の中でＤＶを把握した場合は、関係機関と連携して、一人ひとりの状況に応じた

支援を行っていきます。 

性的マイノリティを身近に感じ、その理解を深め、お互いを尊重しあえる機会とすることを目的

に、令和２(2020)年１月に「ピープルデザインシネマ 2020」を開催しました。当日は、ＬＧＢＴ

をテーマにした映画祭「第 28 回レインボー・リール東京」にて日本初上映され、話題となった韓

国の短編映画「帰り道」の上映を行いました。上映前後には、絵本『Red』の朗読や、性的マイノ

リティ当事者である教員をゲストに招いてのトークショーも実施しました。また、イベント終了後

には、当事者・家族・支援者を中心とした「情報共有ルーム」も設置し、困りごとや疑問を共有す

る場を設けました。性的マイノリティ当事者が直面する社会生活上の障壁を取り除くための取組が、

引き続き必要となっています。

（基本施策１０「生涯を通じた健康支援」） 

  川崎市男女共同参画センターでは、女性総合相談、男性のための電話相談の中で、こころと体

の健康に関する相談をうけています。令和元(２０１９)年度のこころと体に関する相談件数が全

体に占める割合としては、女性総合相談で約２５％、男性のための電話相談で約３０％を占めて

おり、男女ともに主要な相談テーマとなっています。引き続き、市内公共施設等で相談窓口の周

知を行い、必要な方が相談に繋がるよう取り組んでいきます。 
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Ⅲ－２ 

第４期行動計画に位置付けられた目標数値の達成状況及び施策の進捗状況を数量的に把握するた

めに、数値指標調査を実施し、その結果を踏まえ目標Ⅲに係る数値等をまとめました。 

※内容は令和元年度実績ですが、【 】内の所管部署名は、令和２年４月１日現在のものです。

基本施策８ 地域における男女共同参画の推進 

（１）町内会・自治会の会長に占める女性の割合 

平成２７ 

(２０１５)年度

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９ 

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度

女性の割合 ９.４％ ９.９％ １０.２％ ８.８％ ９.６％ 

【市民文化局人権・男女共同参画室】

（２） ＰＴＡ会長に占める女性の割合 

平成２７ 

(２０１５)年度

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９ 

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度

女性の割合 １１.７％ １２.３％ １２.２％ １０.５％ １３.０％ 

【市民文化局人権・男女共同参画室】

（３） 消防団員に占める女性の割合 

平成２７ 

(２０１５)年度

平成２８ 

(２０１６)年度

平成２９ 

(２０１７)年度

平成３０ 

(２０１８)年度

令和元 

(２０１９)年度

女性の割合 ７.２％ ７.５％ ７.４％ １０.３％ １１.０％ 

                        【出典 平成２６年～平成３０年消防年報】 

（４）男女共同参画センターの施設利用状況 

 平成２７ 

(２０１５)年度 

平成２８ 

(２０１６)年度 

平成２９ 

(２０１７)年度 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

利用件数 ５,４１５件 ５,４２７件 ５,００１件 ５,４０３件 ５,０１６件

利用者数 １４８,５０６人 １４７,５０２人 １５０,８３６人 １５９,３４５人 １３３,８２５人

※令和元(２０１９)年度は、外壁改修工事に伴いホール等の貸館業務の一時停止期間及び新型

コロナウイルス感染症拡大防止に伴う施設利用の自粛要請期間があり、利用件数及び利用者

数に影響しています。 

【出典 川崎市男女共同参画センター平成２７(２０１５)年度～令和元(２０１９)年度事業報告書】   

（５）男女共同参画センターにおける男女平等推進に関する講座・研修の実施状況 

平成２７ 

(２０１５)年度 

平成２８ 

(２０１６)年度 

平成２９ 

(２０１７)年度 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

講座・研修数 １１７ １２０ １０４ １２２ １８３

開催回数 １５９回 １６４回 １７５回 １８４回 ２６８回

参加者延

べ人数

（男女

比）

女性 
１,２１０人

(８１.９％)

１,２６２人

(８３.２％)

１,２８０人

(７９.３％)

２,４１０人

(７５.０％)

３,５７１人

(６９.０％)

男性 
２６７人

(１８.１％)

２５５人

(１６.８％)

３３５人

(２０.７％)

４４８人

(２５.０％)

８７５人

(３１.０％)

※平成３０年度以降の参加者の男女比は、男女両方が参加対象となっている講座のみを母数として算出 
【出典 川崎市男女共同参画センター平成２７(２０１５)年度～令和元(２０１９)年度事業報告書】
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（６）男女共同参画センターにおける出前講座及び研修の実施状況 

  男女共同参画センターにおいて、地域の事業所や市民グループ、行政機関の要望を受け、男女

共同参画に関連する講座や研修を市内各所で実施しました。令和元(２０１９)年度は、防災、男

女平等、ワーク・ライフ・バランスなどをテーマに実施しました。 

平成２７ 

(２０１５)年度 

平成２８ 

(２０１６)年度 

平成２９ 

(２０１７)年度 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

出前講座及び

研修件数
１６件 １１件 １５件 １４件 ２０件 

【出典 川崎市男女共同参画センター平成２７(２０１５)年度～令和元(２０１９)年度事業報告書】 

基本施策９ さまざまな困難な状況にある女性等が安心して暮らせる環境の整備  

（１）自立や就労に課題を抱える若年者を対象とした支援 

・厚生労働省の委託事業である「地域若者サポートステーション事業」と連携し、自立や就労に 

課題を抱える１５歳から３９歳までの若年者を対象に、キャリアコンサルタント等による個別相 

談や「働く」ことに対する不安や悩みを解消していくことを目指したセミナーなど事業を実施し 

ました。 

平成２７ 

(２０１５)年度 

平成２８ 

(２０１６)年度 

平成２９ 

(２０１７)年度 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

登録者数 ４４９人 ３８６人 
男性 １９０人 

女性 １３９人 

男性 １９７人 

女性 １５７人 

男性 １３７人 

女性 １２１人 

進路

決定者数
２７７人 ２８５人 

男性 ９５人 

女性 ７７人 

男性 １０７人 

女性 １２２人 

男性 ７８人 

女性 ７４人 

      【経済労働局労働雇用部】 

基本施策１０ 生涯を通じた健康支援 

（１）がん検診等の受診率 

平成２７ 

(２０１５)年度 

平成２８ 

(２０１６)年度 

平成２９ 

(２０１７)年度 

平成３０ 

(２０１８)年度 

令和元 

(２０１９)年度 

子宮がん※ ２７.９％ ２４.５％ ２３.９％ ２３.３％ ２４.１％ 

乳がん ２４.７％ ２１.１％ １９.０％ １８.１％ １９.５％ 

骨粗しょう症 ４.１％ ３.４％ ４.０％ ４.７％ ４.７％ 

※子宮がん検診は基本的には頸部の細胞診であるが、医師が必要と認めた場合にのみ体部の細胞診も実施している。

頸部と体部合わせて子宮がん検診の受診率を算出している。       

【健康福祉局健康増進課】
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３ 令和元(２０１９)年度進捗状況調査 

（１）調査概要 

 【調査の目的】

    この調査は、男女平等かわさき条例（川崎市条例第１４号）第９条（ ）に基づき、「男女

平等のまち・かわさき」を実現するために、「川崎市男女平等推進行動計画～かわさき☆かが

やきプラン～」の施策の実施状況を自己点検及び評価し、その結果を広く市民や事業者に公

表するとともに、施策へ反映していくための資料とすることを目的としています。 

 【調査内容】 

   １ 調査対象 

      「第４期川崎市男女平等推進行動計画」に掲げる事業を所管する全局本部（室）区 

   ２ 調査期間 

      令和２(２０２０)年２月２７日～令和２(２０２０)年３月１９日 

   ３ 調査方法 

     ① 令和元（２０１９)年度男女平等推進行動計画の進捗状況に関する調査シート 

〔様式 1〕（P.109 参照）  

       内  容：各事業の所管課が、事業の進捗状況、次年度の計画や課題について点検

し、令和元年度における施策事業の達成度を５段階で自己評価しました。 

調査結果：概要 19 ページ～20 ページ、個別 23ページ～82 ページ 

     ② 令和元（２０１９)年度男女共同参画推進員による評価シート〔様式２〕（P.110 参照） 

       内  容：各局本部（室）区の男女共同参画推進員による局内事業の確認と点検 

調査結果：21 ページ～22 ページ 

 第９条 市長は、行動計画に基づいた施策の実施状況について年次報告書を作成し、 

これを公表するものとする。 

達成度（数値目標がない場合） 

Ａ 男女平等推進行動計画の目標に対し、目標を上回る取組や配慮を行った 

Ｂ 男女平等推進行動計画の目標に対し、目標を概ね達成した取組や配慮を行った 

Ｃ 男女平等推進行動計画の目標に対し、一定の取組や配慮を行ったが課題がある 

Ｄ 男女平等推進行動計画の目標に対し、目標達成に向けた取組ができなかった 

Ｅ 事業を実施していない

※“目標”とは、行動計画に位置付けられた３つの目標を指します

達成度（数値目標がある場合） 

Ａ 目標値が達成された  

Ｂ 前年度と比較して数値が向上し、かつ目標値達成まで１０％以内 

Ｃ 前年度並み、もしくは前年度と比較して数値が下降した、かつ目標値まで１０％以内 

Ｄ 目標値達成まで１０％以上の開きがある 

Ｅ 実施していない 
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（２）所管課による基本施策ごとの自己評価について

各所管課による事業の達成度を５段階で自己評価した結果を、基本施策ごとに、グラフに

まとめました。

目標Ⅰ

目標Ⅱ

目標Ⅲ
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 所管課による各事業の進捗状況の自己評価（一覧） 

施策内容 事業数 
達成度（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

目
標
Ⅰ

基本施策 1 男女共同参画の理解の促進 18 0 80.2 0 0 19.8 

基本施策２ 
女性に対するあらゆる暴力の

防止と被害者への支援 
13 3.6 96.4 0 0 0 

基本施策３ 家庭生活への男性の参画促進 6 8.3 91.7 0 0 0 

目
標
Ⅱ

基本施策４ 
政策・方針の立案及び決定へ

の女性の参画拡大 
10 27.6 36.2 17.2 19.0 0 

基本施策５ 

男女の仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の

実現に向けた環境づくり 

20 2.6 92.1 5.3 0 0 

基本施策６ 
働く女性・働きたい女性への

就業等支援 
14 10.5 89.5 0 0 0 

基本施策７ 
企業における女性活躍に向け

た取組の促進 
8 16.7 83.3 0 0 0 

目
標
Ⅲ

基本施策８ 
地域における男女共同参画の

推進 
11 3.8 80.8 11.5 0 3.8 

基本施策９ 

さまざまな困難な状況にある

女性等が安心して暮らせる環

境の整備 

14 0 100.0 0 0 0 

基本施策１０ 生涯を通じた健康支援 10 0 96.2 0 3.8 0 

※達成度（％）は「該当の達成度を選択した所管課の数÷令和元(2019)年度に当該事業が存在した所

管課の数」で算出しています。また、ひとつの事業に対して複数の所管課が担当しているため、事

業数と所管課の数は一致しません。 

 ※達成度（％）は、小数点第２位で四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 

  ※基本施策１におけるＥは、該当事業がないという理由によりＥとしているため、個別事業の一覧表

には掲載していません。 

達成度をみると、全体でＢが多くなっており、計画どおり目標に向けて事業を推進していること

が分かります。 

一方で、目標Ⅱの基本施策４など、数値目標がある施策では、ＣやＤが多くなっています。 
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（３）各局本部（室）区男女共同参画推進員による評価について

今回の調査において、各局本部（室）区男女共同参画推進員に行動計画にある局本部（室）

区内のすべての事業の確認を依頼しました。その事業の中で、特に男女平等推進に向け配慮

した取組や、性別により異なる課題やニーズを把握した取組等を「様式 2」（P.110）により

報告を受けました。

    以下はその調査結果の抜粋になります。

【目標Ⅰ：男女の人権尊重及び家庭・教育における男女共同参画の推進】 

〈事業の企画・実施に当たり男女どちらかの意見に偏らないよう配慮した〉 

   ・性の多様性や人権を尊重した相談対応について、支援者が学ぶ機会を設け、支援力の向上

を図った。【健康福祉局】

   ・広報物の作成時、表現が男女どちらかに偏ったり、固定的なイメージにとらわれた表現に

ならないように配慮した。（複数局回答）

〈男女それぞれにとって利用・参加しやすいよう配慮した〉 

   ・両親学級を開催するにあたり、休日の開催日数を増やすなど、就労している妊婦や父親も

参加しやすいように実施した。【こども未来局】

   ・街頭労働相談では女性が話しやすいように女性相談員による相談コーナーを設けた。他の

相談においても相談者の状況を理解したうえで中立的な立場から相談を受けることに配慮

した。【経済労働局】

・平日の子育て事業では、参加しにくい父親に向けた資料を作成し、家庭で共有できるよう

配慮した。【高津区役所】

〈性別により異なる課題やニーズがあることを把握した〉 

   ・法定受託事務として国の基準による調査を実施し、その結果、男女別に集計を行った統計

調査結果について、男女比率が把握できる資料を公表した。【総務企画局】

   ・アンケート調査を実施するにあたり、男女比率を把握できるよう行い、性別により異なる

課題やニーズを捉えられるように努めた。【こども未来局】

【目標Ⅱ：働く場における男女共同参画の推進】 

〈事業の企画・実施に当たり男女どちらかの意見に偏らないよう配慮した〉 

   ・審議会等の委員を選任する際、女性の参加促進要綱等を踏まえ、女性委員の推薦を促した。

（複数局回答）

   ・女性比率が向上するよう、選任審査の際は所管課に働きかけ女性委員の参加比率向上に努

めた。【中原区役所】

   ・審議会等や会議では、男女双方が意思決定できる立場となるよう取組を行った。また、交

通局車体利用広告デザイン審査委員会では、表現やイラストが男女どちらかに偏っていな

いか、固定的イメージにとらわれていないかを確認した。【交通局】
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〈男女それぞれにとって利用・参加しやすいよう配慮した〉 

・キャリアサポートかわさきにおける女性向け就職準備セミナーや、創業支援「商人デビュ

ー塾」を保育サービス付きで実施し、子育て中の男女が参加しやすいよう配慮した。【経済

労働局】

・審議会等において、男性委員や女性委員がどちらも発言しやすい雰囲気づくりに配慮した。

（複数局回答）

〈性別により異なる課題やニーズがあることを把握した〉 

  ・働き方についてのアンケート調査を実施し、性別により異なる課題やニーズを把握した。【総

務企画局】

  ・「労働状況実態調査」を行い、性別により異なる課題があることを把握した。【経済労働局】

  ・女性活躍推進に係る局内において係長級女性職員との交流を設ける等を通じ、男性職員が

多い職場での女性ならではの課題等を把握した。【消防局】

〈その他男女共同参画社会の形成に向け、行った取組と成果〉

  ・「次世代育成支援対策推進法」又は「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に

基づく「一般事業主行動計画」の策定、②「次世代育成支援対策推進法」第１３条若しく

は第１５条の２、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第９条に基づく認定、

又は「かわさき☆えるぼし」認証制度実施要綱に基づく認証を受けている事業者を、主観

評価項目にした。【財政局】

  ・「第２期川崎市女性活躍推進特定事業主行動計画」の取組事項の一つとして、「議会局長と

女性職員との意見交換会」を実施し、魅力的な職場環境の在るべき姿について語らいあっ

た。【議会局】

【目標Ⅲ：地域でいきいきと暮らすための男女共同参画の推進】 

〈事業の企画・実施に当たり男女どちらかの意見に偏らないよう配慮した〉 

・不育、不妊専門相談において、男女双方のニーズがあることを把握し、男女にかかわらず

相談できるよう事業を実施した。【こども未来局】 

・女性視点の防災をテーマに自主防リーダー研修を実施する等、地域の防災活動において、

男女が共同して参画するよう取り組んだ。【複数区回答】 

〈男女それぞれにとって利用・参加しやすいよう配慮した〉 

   ・総合防災訓練において、男女ともに興味をもてる内容や、親子が楽しめるメニューの充実

化により、多くの女性と子供が参加し、防災に対する意識や地域防災活動参画に向けた意

識の醸成を図った。（複数局回答）

   ・地域防災活動における女性参画促進のため、会議等を通じ、避難所開設訓練等の実施に当

たっては、多くの女性に参加してもらうよう、自主防災組織である町内会・自治会等に働

きかけた。【幸区役所】

〈性別により異なる課題やニーズがあることを把握した〉 

   ・アンケート調査を実施するにあたり、男女比率を把握できるよう行い、性別により異なる

課題やニーズを捉えられるように努めた。【こども未来局】


